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第 2章
成功事例は開発援助に有効か
─負の遺産に未来あり─

麻田　玲

Ⅰ．は じ め に

　「日本の経験を途上国へ」，という文言を開発援助の文脈でよく見聞きす
る。これは戦後復興を経て経済成長に「成功」した日本国内の諸政策を，日
本政府および援助実施機関が途上国への開発援助にあてはめようという意志
が現れている。たしかに日本の戦後の復興と経済急成長が成功をおさめたこ
とへ疑う余地はない。しかし，こうした成功事例に依った開発援助は，途上
国の未来にどれほど有効にはたらいているだろうか。
　途上国への開発援助をよりよいものにするための教訓や材料を成功事例に
求める一方で，うまくいかなかった事例や失敗を参考にすることは稀であ
る。国際援助機関らも途上国の開発におけるこれまで実施してきた成功事例
を積極的に広報する。たとえば，世界銀行（World Bank Online）やアジア
開発銀行（ADB 2012）は分野や地域ごとの成功事例集を公開したり，国連
では好事例をデータベースから検索できる仕組みをもっている（UN 
Online）1。にもかかわらず，これだけ豊富な成功事例を活用してきた開発援
助は，なぜ今日も必要とされ続けているのだろうか。
　豊かな成功事例とは対象的に，失敗した事業は関係者の間でインフォーマ
ルに共有されることはあっても，公に表出せず情報を奥深く検索しないと知
ることが難しい。また，「失敗は成功のもと」と言われるが，失敗事例を積
極的に取り扱っている例をほとんど見ない。では，失敗とはどのような概念
で一般的に理解されているのだろうか。
　失敗には個人的なものから組織レベルのものや，笑い話で済むようなもの
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から生命に関わる取り返しのつかないものまで，多様である。失敗の価値観
を論じた池田・三沢は失敗を「一人もしくは複数の人間がある行為を行うも
のの，それが当初の目的達成につながらない，あるいは望ましくない結果が
生じること」と定義している（池田・三沢 2012: 368）。
　他方で，失敗には自己の学習や成長につながるポジティブな効果や（Sit-
kin 1992），失敗からの教訓の認識とその活用は成功体験よりも学習効果が
高いことも実証されている（畑村 2000）。しかし日常における個人の失敗談
は共有できても，失敗した当事者が組織になってくると失敗は表出しにくく
なる。また失敗や不祥事は，実際に関わった人や組織が自ら公表するより
も，第三者による内部告発やメディアなどの力が働いて仕方なく表出するこ
とが多い。一方で，民間企業では失敗を推奨し，経営戦略の 1つとして広報
している例もあるが，国を初めとする公的機関など公共性の高い組織になれ
ば内部からの失敗の公表はさらに起こりにくくなる。そして，開発援助もい
まだそのほとんどが公的機関によって行われているのである。
　本稿では，失敗を知ることは未来に有効であることを知っているにもかか
わらず，なぜ成功事例に偏るのかを考える。その上で，失敗事例が未来のよ
りよい開発と援助に有効な材料となる可能性の提示を試みたい。日本が享受
してきた成功の評価を異なるフレーミングによって見直すことは，成功だと
思っていたことを失敗として捉えなおさなければならない作業だ。しかし，
失敗は成功のために有益な情報を未来の開発や援助にもたらしてくれるはず
である。過去の経験から予測可能な失敗を知っていたら，同じ失敗を起こさ
ないための対策を練ることができる。失敗という一見ネガティブな未来を起
点にすることよって開発援助への関わり方を捉えなおすことは，よりよい開
発援助に貢献するヒントを提供してくれるのではないだろうか。

Ⅱ．日本に対する評価をみなおす

　発展や開発の歴史を振り返ってみると，日本ほど戦後に急速に経済成長し
た「成功」事例は世界でも珍しい。主にアメリカ 2 や世界銀行 3 からの援助
を受けながら復興をすすめた日本は国鉄，電気通信，電力，海運，石炭の購
入，東海道新幹線や東名高速道路の整備などインフラを中心に開発をすすめ
た。経済学者の都留重人（1912 ─ 2006）は『日本の資本主義　創造的敗北と
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その後』の中で，1954 年以降の約 20 年間に日本が異常に急速な成長率を達
成したことを統計上から分析している（都留 1995）。その中で，1950 年代前
半に西ドイツが年率 9.3％の実質GNP成長を記録したことに対して評論家が
「奇蹟」としたが，日本はそれを超えて年率 10％以上の成長を遂げたことが
記録されている（同 1995）。当時の経済学者にとって驚異の的となった日本
は「日本の例は西ドイツ以上の奇蹟」と賞賛されたのである（同 1995: 112）。
　さらに，当時から世界第一位の経済大国だったアメリカに対して日本の成
功を教訓として示そうとした社会学者エズラ・ヴォーゲルは，20 年に及ぶ
日本研究の成果を著書『Japan as No. 1』に収め反響を呼んだ（ヴォーゲル
1979）。彼は日本の工業生産力を世界で最も有力であると賞賛しすぐれた技
術と生産性の高さをもった故の経済成長と分析した。さらに経済に限らず政
治，教育，社会の様々な面にわたってアメリカが鏡にすべき成功を日本はお
さめていると評価した（同 1979）。ヴォーゲルは，アメリカが直面している
挑戦に克服するための学習材料として日本の成功を提示したのである。
　では日本国内の現実はどうだったのだろうか。日本は生産性の高い分野へ
速やかに労働力が移動したことが高度経済成長を持続させる一つの成功要因
となり，産業構造が大きく変化した。その結果，第一次産業は衰退し多くの
人口が農村から都市部へ移動したのである。1955 年時の大都市圏をのぞい
た国内の第一次産業比率は 40％から 60％と高かったが，これが高度経済成
長期を終えた 1965 年になると最も高い岩手県で 35％にまで縮小した（攝津
2013）。
　このように人口を都市に押し出した農村では，人口が増加した都市とは対
照的に過疎化が進んだ。1970 年代の日本政府は「列島改造計画」を実施し，
都市に集中した巨大な人口と巨額のカネを地方分散させるため国土交通省が
中心となって公共事業を投入した。この計画は交通網の整備によって物流を
スムースにし，都市の資本が地方に流通することを狙いとした。結果，日本
の農村は都市と大差ないインフラや商業施設等が充実した。ところが皮肉な
ことに交通網の整備は地方から都市への移動も容易にしたため，人口の東京
一極集中をより強めてしまった。
　成長と繁栄を続けた 80 年代を経て 90 年に入ると，衰退した農林業分野の
危機を救う目的もあってグリーンツーリズム農政が提唱され，中山間地域対
策の一環で農村振興と地方活性化への取り組みが始まる（来栖 2008）。政府
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は交付金や補助金を出し地域資源を活用した農村と都市の交流事業の推進を
加速させたのである 4。各市町村は補助金を使った地域活性化事業の実施を
農村地域の住民に積極的にすすめ様々な活動が始まった。行政が地域内の住
民に呼びかけ，地域資源や農地の保全事業に取り組んだ。しかし 2000 年以
降には都市化と高齢化による離農はさらにすすみ，こうした過疎地は補助金
の申請に必要な要件を満たすことが難しくなった 5。行政府に資金は用意さ
れているのに，地域の存続のために取り組むマンパワーの不在という根本的
な課題に直面したのである（麻田 2016）。
　さらに具体的な事例を見てみたい。筆者が調査を行った長野県北部山間地
の過疎地域では補助金を活用した棚田保全事業を 20 年前から実施している。
高齢化と過疎により人手不足となった棚田の田植えと稲刈りを山間地の資源
保全も兼ねて支援してもらおうと始まった事業である。開始当時は村役場の
職員が補助金の申請手続を行い，都市部からの参加者の募集，連絡，交流会
など運営の中心を担って取り組んだ。都市部からの参加者は棚田のオーナー
料として年額 2万 3 千円を支払い，田植えと稲刈りを手伝うことで初冬に
40 キロの新米を受け取る。長野県内では指折りの活発な棚田保全事業だっ
た。しかし人口減少に伴い 2010 年に村は近隣の市に吸収合併され役場も閉
鎖となり行政の関与はなくなった。20 世帯ほどの農家が参加して始まった
事業だったが，昨年からは 85 歳を超えた夫婦 1農家のみが残った。「オー
ナーがいる限りは」と細々と続けている。
　こうした都市との交流を取り入れた地域活性化事業はとくに耕作条件の悪
い棚田の保全事業と併せて全国で積極的に導入された。これらは都市部から
山間部の農村地域に一時的な訪問者を増加させ交流事業として一定の成果を
見せた 6。同時に，こうした都市からの訪問は，補助金の申請やその受給の
ための煩雑な手続きに加えて，かえって高齢者の多い農家に負担を強いた。
政府が目的の一つにした都市から農村への移住者の促進や人口定着には未だ
結びついていないのである（同 2014）。
　第二次世界大戦の敗戦からは想像もつかないほどの経済大国に君臨した日
本は，アメリカが見習うべき事例として示されたり，今日に至るまでアジア
諸国の発展の目標にされてきた。成功の経験を途上国の開発と援助に生かそ
うとしている日本であるならば，発展の一面にとどまった成功の経験だけで
はなく，その負の影響も含めた教訓の提示が必要だろう。日本が現在かかえ
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る問題は，途上国がすすめる開発の延長線上で起こりうる予測可能な未来像
である。その起こりうる未来地点に立って予防策を考えると，失敗事例は開
発援助に生かせる教材として有効そうである。

Ⅲ．失敗を活用するために

　前節までは成功の一側面に偏った評価や成功事例の表出を批判的に捉えて
きたが，視角を少し変えてみたい。経済学者アレクサンダー・ガーシェンク
ロンは著書『後発工業国の経済史─キャッチアップ型工業化論─』（ガーシェ
ンクロン 1962）の中で，「後発性の利益」という，その後 50 年以上にわたっ
て後発国の工業化とその発展を説明する際の重要な論を残した。後進国は先
進国が投資して開発した数多くの技術や制度を活用できるので，先進国が発
展のために費やした時間を大幅に短縮でき迅速な発展が可能となる，という
議論である（同 1962）。このように，後発性の利益は後進国に有利に働くこ
とで知られているが，時に逆にも作用する。アジアの途上国は後発性の利益
を享受し，経済発展を急速に進めるその過程で都市はすでにその許容量を超
え始めている。都市への急激な人口集中に伴い，市街地の拡大は道路，給排
水，廃棄物処理施設等，都市施設のインフラ整備が追いつかないまま人口増
加が進む。その反射で都市の周縁には生活インフラが未整備で，住環境の劣
悪な居住地が広範囲に広がる様子が見られる（JICA 2014）。バンコクやマ
ニラ，プノンペンの都市スラムの巨大化は既知の課題である（世界銀行
2015）。
　国際連合の報告では，1950 年から 2000 年までの 50 年間で増加した都市
人口の 8割は開発途上国で起きていて，2050 年には世界人口の 9割が都市
に居住すると推計している。そのうち 2030 年に 81 億人に達する増加分の
95％は途上国における人口増であるとの予測だ（国際連合 2016）。都市も貧
困も同時に拡大するとき，都市のスラム対策や都市計画に議論が集中し，人
口が減少している農村の課題には注目が少ない。
　後発性の利益とは，先進国が発展のために経験した様々なプロセスと支
払ったコストを，途上国は最小限におさえて発展できることであった。現代
の途上国の成長や都市の人口増は，これまでの先進国の成長の速度と比較す
ると大きい。しかし，その方向はどうだろうか。後発性の利益を享受する後
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進国が向かう先は，先進国と同じである必要はない。しかし，途上国の発展
の過程とその先には，先進国が経験している負の側面と同じ現象がすでに起
きている。途上国は先進国が抱える課題を省みることができなかったため
に，後進国として利益を得るどころか同じ失敗を経験するという不利益に転
じている。先進国が経験した発展過程で起きた開発と発展の負の側面が見え
ないまま，途上国は成長優先で乱開発と工業化を成長のために進めてしまっ
ている。
　こうした後進国の不利益が起きないために，先進国は負の側面を含めた経
験の共有を学習教材として提供する必要がある。そうすれば，後発国が同じ
課題に直面することを軽減したり，未来に起こりうる失敗に備えた準備がで
きるような開発に途上国が取り組むことができる。失敗の可能性を知った上
で企画に取り組むと，同じ失敗をする時間だけでなく手間を省くことができ
ることは失敗学提唱の畑中が明示している（畑中 2005）。畑中の議論は企業
における企画や工学分野からの視点が強く開発援助の文脈では語っていない
が，「後発性の利益」を不利益に変換しない工夫を失敗からの学びに求めら
れる可能性を教えてくれる。
　当然のことながら，後発性の利益は自動的に発現するものではなく，先進
国のノウハウを吸収し利益になるように変換する能力が途上国側にも求めら
れる（Simon 1968）。その例として，シンガポールは先進国の失敗経験を自
身の成功の糧にし，開発当初から環境配慮を徹底したために深刻な公害を経
験せずに繁栄を達成した（藤崎 2004）。対照的な事例もある。2016 年夏にバ
ンコクで開催された産業公害に関する有識者と地域住民によるフォーラムを
紹介したい。日本政府による公式確認から 60 年たった水俣病の被害者らが
参加し，日本とタイの研究者を中心に日本の産業公害の教訓を共有すること
が開催目的であった。タイでは近年，産業公害 7 が各地で問題になっており，
国内の被害者も多く参加した。このフォーラムに集まったタイの被害者から
は，水俣病の教訓が 60 年前からあるにもかかわらず参照されてこなかった
ことや，タイ政府が公害の存在を認識しながらも開発優先であることへ批判
が起きた。
　もちろん，日本が公害経験を共有してこなかったのではない。あとでも述
べるが，公害の経験は様々な方法で発信されてきた。しかし，こうした負の
経験が後発途上国の開発や発展の教訓として生かされてこなかったのは，成
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功事例が強調されてきたことで失敗事例が見えにくくなっていたり，日本に
対する成功のイメージが途上国で肥大化してしまっているためであると言え
る。先進国による失敗経験の発信と，後進国が開発の負の側面を認識し教訓
として生かす開発を行えるかは，双方向による努力が必要そうだ。

Ⅳ．負の経験の共有

　日本が開発と発展の負の側面や失敗を途上国の開発援助に生かそうとした
歴史にも目を向けてみたい。藤倉は，「日本は国際協力において公害対策分
野に『比較優位』があると考えており，1960 年代の高度経済成長期の前後
に直面した激甚な産業公害を克服した経験と技術は，類似する産業公害に直
面する開発途上国にとっても有益である」と論じている（藤倉 1999: 59）。
ところが実態は，公害の情報と知識を有するのは政府と企業であり，彼らの
行政史や社史には失敗の歴史はほとんど書かれていないだけでなく，資料の
存在さえ疑わしい（同 1999）。さらに，産業政策を推進する政府と企業は双
方の利権のために癒着し，公害を隠蔽してきたことや原因究明を先延ばしに
してきたことも指摘されてきた（宇井 2006）。宇井は公害が激化したことの
原因を，公害そのものにあるのではなく日本の成長一辺倒という社会の中に
見た。失敗事例の共有がされない原因も，社会構造に根深く関係していそう
である。
　しかし近年では，日本政府は 2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳
会議（ヨハネスブルク・サミット）における演説で，高度経済成長期からの
産業公害の経験を自ら積極的に取り上げ，被害の深刻さを認めその克服に成
功した経験を発信した（寺尾 2003）。同サミット会場に設置された日本パビ
リオンでのセミナーを「日本の公害経験と克服への道」（同 2003: 18）と題し，
2人の首相経験者が日本の公害経験を「不幸な歴史」「負のモデル」（海部元首
相）「様々な悲惨な公害」「経済発展の過程で犯した失敗」（橋本元首相）など
の表現を用いて率直に公害を失敗として認め，途上国の発展に生かしていき
たいと説明した（同 2003）。この演説を寺尾は，産業公害の経験を失敗と認
めて世界に発信したことに評価しながらも，公害がなぜ発生したか，なぜ長
期にわたって解決できなったか，その原因が分析されていなければ途上国が
参考にすることができない，と課題を提起している（同 2003）。宇井と同様
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に問題から考察し，起こりうる問題を事前に解決するための対策に日本が取
り組むことが途上国の開発で同じ失敗を繰り返さないために寄与できる可能
性を論じた。
　しかし実際は，公害は企業や政府がその因果関係を認めるまでに長い時間
を要した。加えて社会の構造上すでに汚染された地域の汚染レベルを削減す
るための技術導入が後追いで行われた。日本の高度な技術が汚染レベルの数
値削減という成功事例に替わったのである（同 2003）。また，この後追い対
策による成功は，公害を未然に防ぐための仕組みづくりや環境資源を長期的
かつ効率的に利用するための制度設計を妨げたという側面も持つ（同
2003）。小手先の技術に頼ったアプローチは成功し，結果として問題の所在
を問うこととその解決の必要性を見えにくくさせてしまったのである。
　日本の公害を想起させるものは 1970 年代の高度成長期に関連したものが
印象的である。しかし明治時代の産業発展期にも環境破壊の歴史は工業化と
ともに始まっていた。当時の経験は後の公害を防ぐ制度作りにつながる可能
性があったが，これらは主に政治上の問題として論じられ，公害を発生させ
た主体に批判が及ばなかった（都留 1995）。都留は，「経済成長並びに繁栄の
推進機関にはその機能を弱めるような障害物を一切付着させてはならぬとい
うのが時代の思潮であった」と公害が公に批判の的にされなかった当時を述
べている（都留 1995）。都留の分析は，空気を読む日本特有の風潮を現して
いて，問題の真髄をつくことを避ける社会の特徴を説明する。公害対策の基
礎的要素を収束し，対策を実践しようとした歴史が足尾鉱毒事件の後に残っ
ているが 8，1920 年代後半からの軍国主義に都合良くのけ者にされ，戦後の
復興期にはほとんど完全に忘れ去られてしまった（同 1995）。成長優先にな
ると歴史からの教訓を省みるという行為は後手になり，負の経験に寄り添う
ことがより一層難しくなる（同 1995）。
　このように，失敗を生かした学習が起こるか否かは国内の政治的要因と成
長への渇望が大きく左右することが日本の 2度にわたる産業発展期の歴史か
らわかる。政府と産業界が癒着した社会構造が公害対策のための制度確立を
遅らせてしまったことは，先に述べたタイの事例にも近しい。成長や開発が
優先事項である後進国に対して，先進国がすでに経験した開発の負の側面の
共有を，「遅すぎた教訓の共有」とならないようにしなければならない。
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Ⅴ．失敗の活用，成功の乱用

　では，失敗を活用したよりよい開発援助への具体的な取り組みをミクロな
視点で見てみたい。カナダの国際NGO，Engineers Without Boarders Can-
ada（EWB）は過去の失敗の共有の不在によって失敗を再生産してしまった
経験から，失敗の積極的な公開を行っている。その名も「Learning From 
Failure（失敗から学ぶ）」である（EWB Online）。EWBはマラウィの農村
に井戸を普及するためのプロジェクトを実施し，終了時の成功評価に喜ぶ。
ところが数年後に実施した調査では，設置した井戸の全てが壊れていたり使
用されていないこと，また，10 年前にアメリカのNGOによって実施された
同様の事業が，全く同じ原因で失敗していたことを知る。
　この経験を通してEWBは失敗から学ぶことによって同じ過ちが起こらな
いためのメカニズムを作ろうと，失敗事例を集めた「Annual Failure Re-
port（失敗報告書）」を発行するようになった。失敗事例の公開にあたって
は，出資者であるドナーからの反発を心配した。ドナーが投資した資金が失
敗事業に費やされたことへの批判や，失敗の公開そのものをドナーは危惧す
ると団体のスタッフは考えたのである。ところがドナーは，失敗からの学び
は未来の事業が成功するために強力なインパクトを持ち，失敗を繰り返さな
いための教材としての効果があることを理解した。さらに，失敗事例の公開
後ドナーは支援額を増やしたのである。その後，失敗の共有がプラスの効果
を持つことを知った EWBは「Admitting Failure. com」というウェブサイ
トを立ちあげ失敗した事業を公開，失敗の原因を分析し教訓を記載したり，
失敗しないためのアイディアを閲覧者が書き込める意見交換の場作りを行っ
た。
　EWBの取り組みが教えてくれることは，失敗の公開は失敗を批判の対象
にせず，未来の開発援助の改善のために教訓として活用されていることであ
る。そして，ここには，失敗やネガティブな結果を許容する土壌が社会にあ
る。
　では日本の開発援助では，失敗の記録や公開はどのように扱われているだ
ろうか。国際協力事業を実施する JICA では，終了した事業の事後評価を
OECD（経済協力開発機構）のDAC（開発援助委員会）に倣い，国際的に
広く使用されている評価 5項目を用いている。この 5項目とは，事業の妥当
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性，有効性，効率性，インパクト，持続性であり，それぞれの項目において
検証が行われる（JICA online）。また 5項目評価とは別に総合評価を行い，
教訓に加えて場合によっては改善点とそのための提言も記述するのが事後評
価の基礎的なフォーマットである。外部のコンサルタントによる評価は，事
業の規模や種類によって実施される。こうした事後評価の報告書では，事業
の当初目的と結果の間に齟齬が起きていたり，投入された資材の使用や導入
した制度が事業終了後に継続されていない場合は「改善の余地がある」な
ど，失敗を想起させる記述がみられる。決して「失敗」とは書かれない。
　また終了した事業が評価を受ける時期は事業終了時から 3年後まで，と短
期間の設定になっている。評価の結果，事業効果の発現状況や持続性に懸念
がある巨額の借款事業は，終了後 7年目に事後モニタリングが別途実施され
ているが対象は限られる（JICA online）。通常，開発援助によって投入され
た資源や制度は先方政府による維持管理が求められているため，終了から時
間が経過した評価は内政干渉につながるという議論が起こりやすい。JICA
の事業評価は，成功した事業が成功と記録されることもあれば失敗らしい事
実がありながらも「総合的」には成功と記録されるものもあり，成功が乱用
されてしまっている。
　失敗事例の公開が追加の資金獲得に想定外につながったカナダの事例と，
失敗の記述さえ明確にされない日本の開発援助の事業評価は対照的な事象で
ある。ここから想起するのは，では，豊富なはずの成功事例からの学習はど
れだけよりよい開発援助のために生かされているのか，という問いである。

Ⅵ．学習が起こりにくい構造

　開発や援助において，成功事例が多く表出することの理由を改めて問うて
みたい。援助機関が成功事例の発掘に高いモチベーションを持つのは，新た
な事業のための資金獲得につながる説明材料や広報材料に役立つからだろ
う。だから，ネガティブな印象を与える失敗事例は記録にさえ挙がってこな
い。その原因を筆者は次のように考察する。
　第一に，開発援助事業における構造上の問題だ。事業を実施する現場のコ
ントラクターは，ドナーである政府や国際機関等から事業の成功を求めるプ
レッシャーがかかっている。コントラクターは，ドナーに対して事業が計画
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通りに実施されたかを説明する責任が発生するだけでなく，次の事業や案件
を獲得するために事業の成功を必要とする。委託した事業が失敗してはド
ナーは再度出資しようとしないからである。このために現場のコントラク
ターは成功を想起させる写真や図表を効果的に用いて成功を主張し，政府
（ドナー）から前年度よりも高額な資金を得る努力を行う。このことが，現
場レベルから失敗が表出しにくくなる土壌をつくり出す。同時に政府や国際
機関のドナーは，次の事業を実施するために必要な資金獲得のため，納税者
に事業の成功をアピールする必要がある。こうして，それぞれが重層的に組
織の存続と利益のために相互に依存し成功をつくり出す。途上国のより良い
発展のために行われるはずの開発援助事業は，結果的に事業を実施するコン
トラクターやドナーの「生き残りの手段」として利用されてしまうのであ
る。この構造が，起きているはずの失敗を記録に残させず，成功事例が豊富
な開発援助の記録集をつくってきた。こうした事業の失敗は政府（策）の失
敗としての批判に直結しやすい。しかし，開発援助は長い間外交政策の一貫
として実施されてきたし，公的機関の関与はこれからも続くためこの構造そ
のものをすぐに改善するのは難しそうである。
　第二に開発援助事業の内容やそのプロセスに対する関心の不在である。資
金が正しく使用されているか否かへの関心は前述したどの階層においても強
いが，終了した事業が途上国にどのような効果を持たらしたか，どのように
役に立ったか，または立たなかったのかといった詳細に関心を抱く組織や人
は少ない。帳簿の整合性とその用途が倫理に反していないことに関心の的が
とどまってしまう。成功事例からも学んでいないのではないか，という問い
に対する答えはここにある。一つひとつの事業には億単位の資金が投入され
ているが，終了した事業の中身を追うことに誰も時間を割かないのである。
成功事例は新たに企画される次の事業をより良くするための有効な学習材料
として公開されるのではなく，資金獲得のための広報材料としての役目が強
いと言える。
　第三に，失敗を受け止める土壌の不在である。これは，まず国民について
言えるだろう。私たち納税者一人ひとりは，公正に税金が使われることを求
める。納税者は，税金が正しく使われていれば実施した事業がどのような内
容でそれが効果を持ったか，または持たなかったかの詳細にまで関心を抱か
ない。また，日常生活において私たちは失敗が起こることを知っているの
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に，公的なものへの失敗を許容することができない。未来のより良い開発援
助に学びを提供するポジティブなものとして，失敗を受け止める土壌を社会
全体が持つ必要がある。またこうした土壌は，ドナーや政府，援助実施機関
の内部においても作られなければ，失敗は表出しないだろう。

Ⅶ．失敗を起点にした開発援助の未来

　失敗を公表し未来の開発援助に生かそうとするカナダのNGOの取り組み
は，ドナーによる支援の増額という想定外の結果を生んだ。これは資金を拠
出するドナーだけでなく，NGOをとりまく周辺社会に失敗を許容する土壌
が存在することで起きた現象だ。日本は直接的な批判が起こりにくい替わり
に無言のプレッシャーが働きやすい社会のため，失敗を受け入れる土壌が作
られるには気の遠くなるような時間がかかるだろう。しかし，失敗を許容す
る土壌をならし育てるためには，失敗事例を共有し続ける側の辛抱強さも必
要である。日本は成長と発展の経験の中に，未来の途上国の開発援助に生か
すことができる教材を多く持っている。失敗をネガティブなものとしてでは
なく，未来に役立つ教材として捉えることができるなら日本ほど豊かな経験
と材料を持ち備えた国はないことに気がつく。
　開発と援助の未来をより良くするためには，これまでのように成功体験に
だけ依存してはならない。成功体験は，同じ成功を起こすために必要な諸条
件を提示してくれるので，途上国はこれらに沿っていわばマニュアル通りの
開発を進めることができるので容易かもしれない。しかし，マニュアルに従
うことは，他にありえる選択肢を自然に排除する点で，より良い開発が起こ
る可能性を妨げ，その幅を狭める。一方で，失敗経験を教材にすることは，
同じ失敗を起こさないためにすべきことを，起きてしまうかもしれない失敗
を未来の拠点にして，遡って対策を考えなければならないために難易度は高
まる。しかし，この作業は成功体験が喚起しない他にありえる行動や対策を
喚起し，より良い開発の未来の可能性の幅を広げてくれる。失敗経験を含ん
だ後発性の利益とは，先進国が行き着いた先ではない，異なる発展の方向を
示してくれるだろう。
　日本は戦後の成長と発展を成功と賞賛されてきたが，その中身を見直して
みると失敗や負の側面といった特異な経験も持ち併せている。他の国際機関
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と並んで成功事例に偏った広報するのではない，ニッチな広報に挑戦した
い。アジアの途上国が同じ失敗を繰り返さないために，日本の発展と開発の
豊富な経験を見直しその中から失敗事例をあえて取り出し共有することがで
きたら，アジアの中に失敗を許容する土壌を作ることにも貢献できるだろ
う。開発や発展をその速度で競うのではなく，方向の選択幅を広げる事に貢
献する，これが失敗の共有にはある。そして，発展を未来に控えた後進国に
役立てる豊富な教材を，すでに日本は持っているのである。

注記
1 国やセクターごとに事例を並列する世界銀行のウェブサイトでは，教員育成事業で 2

年間に 3,000 人を育成したことや新設した社会保障プログラムに登録した人数，農産

物の輸出入，携帯電話の情報ネットワークの確立などが成功した事業例として挙げら

れている。
2 アメリカから 1946 年から 51 年にかけて受けた資金援助「ガリオア・エロア資金」の

総額は，約 18 億ドルであり，そのうちの 13 億ドルは無償援助（贈与）であった。現

在の価値に換算すれば，約 12 兆円（無償は 9.5 兆円）となる膨大な援助であった。

　日本が 2014 年時点で 1年間に 1兆 5000 億円のODAで世界の約 160 カ国を支援して

いることと比較すると，アメリカが日本 1国に対し援助した今の価値で 12 兆円（1年

では 2兆円）がいかに多額な援助であったかが理解できる（外務省）。
3 1953 年から導入され始めた世界銀行（国際復興開発銀行）からの低金利の融資は合計

8億 6,000 万ドル（当時の日本円では 3,200 億円，現在の額に換算すれば約 6兆円）に

達し，インドに次ぎ 2番目の大きな金額であった（外務省）。
4 全国で実施されている棚田オーナー制度については麻田 2014 を参照されたい。
5 代表的なものとして，2000 年から実施されている中山間地域等直接支払制度では，10

年から 15 年後の将来の集落戦略を見据えた計画が助成金申請の条件となっている（農

林水産省 2016 年）。
6 このような事業が農地の保全や地域経済の発展に結びついた事例は，都市部から交通

アクセスの良いごく一部に限られる。例えば，千葉県の大山千枚田など。
7 この背景であるタイ東部臨海開発計画には約 1800 億円もの日本の円借款が供与され，

日本企業も広く関わった（宮北ほか 2011）。開発の結果，同地域はバンコク首都圏に

次ぐ第二の経済圏にまで成長し地域全体が受けた経済利益は，全国平均の各地域の一

人当たりの実質総生産と比較して，2.8 倍多くなった（同 2011）。ところが，事業開始
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から 8年後の 1998 年になると周辺住民から健康被害の報告がされるようになり，訴訟

や大規模なデモが行われた（同 2011）。
8 その実践とは，（1）工業用地の適切な選択，および必要に応じ，既存施設の新しい場

所への移転，（2）汚染物資の発生源での抑制，（3）汚染物資の拡散対策，（4）生産削減

のような緊急対策，（5）被害者への保障などであった。なお都留は足尾鉱毒事件の分

析に加え，テネシー河川公社（TVA）のダックタウンを事例に挙げている。足尾銅山

鉱毒事件よりもずっとあとの 1930 年代に行われたTVAの官僚たちは，デイビッド・

リリエンソールの指導のもとで本当に最初から市民の福祉上の必要性を敏感に認識し

ながら環境問題に対処したことは，日本の官僚が住民の福祉に対する冷血な無関心の

態度で足尾鉱毒事件を対処したのとは顕著な対照をなしていると指摘する（都留

1995）。TVAが足尾鉱毒事件からの教訓を参照したかはわからないが，戦後の日本の

公害対策が長期化したことと対照的である点をここに記したい。
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